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新株予約権等に関する事項

当事業年度の末日に当社役員が有する職務執行の対価として交付された新株予約権の内容の概要

発行回数
（発行決議日）

区分
及び
保有人数

新株予約権の
目的である
株式の
種類及び数

新株
予約権
の数

新株予約権
の発行価額

権利行使時に
出資される
財産の価額

新株予約権
の行使期間

第２回新株予約権
（2016年７月25日）

取締役
１名

普通株式
1,200株 ６個 １個当たり

352,000円
１株当たり
１円

2016年８月10日から
2026年８月９日まで

第３回新株予約権
（2017年７月26日）

取締役
２名

普通株式
800株 ４個 １個当たり

533,000円
１株当たり
１円

2017年８月11日から
2027年８月10日まで

第４回新株予約権
（2018年４月13日）

取締役
３名

普通株式
2,600株 13個 １個当たり

583,000円
１株当たり
１円

2018年５月８日から
2028年５月７日まで

第５回新株予約権
（2019年４月12日）

取締役
５名

普通株式
5,200株 26個 １個当たり

438,600円
１株当たり
１円

2019年５月８日から
2029年５月７日まで

第６回新株予約権
（2020年４月10日）

取締役
５名

普通株式
4,600株 23個 １個当たり

333,600円
１株当たり
１円

2020年４月28日から
2030年４月27日まで

（注）１．当社社外取締役については、新株予約権を交付されておりません。
２．新株予約権の主な行使条件

新株予約権の割当てを受けた者は、原則として、割当日の翌日から３年を経過した日から新株予約権を行使することがで
きます。ただし、任期満了による退任又は定年による退職により当社の取締役、執行役員、監査役、相談役及び顧問のい
ずれの地位をも喪失した場合は、当該地位喪失の日の翌日から新株予約権を行使することができます。
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会社の体制及び方針

（1）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正
を確保するための体制
当社が「内部統制システムの基本方針」として、取締役会で決議した事項の概要は次のとお
りであります。
① 業務執行に関する体制
１）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

当社は、経営哲学、経営理念及び行動指針からなる「東洋インキグループ理念体系」
を制定するとともに、東洋インキグループ理念体系に基づき当社グループの役職員に求
められる基本的な考え方や行動の在り方を示す「東洋インキグループビジネス行動基
準」を定め、これを全役職員に周知し、当社グループの企業倫理・コンプライアンス遵
守の意識の浸透に努める。
当社は、法令及び定款に従い当社及びグループ会社全体に影響を及ぼす重要事項につ

いて、当社取締役会において決定する。また、取締役会を通じて取締役の職務執行の適
法性を確保し、法令及び定款に従い意思決定を行う。代表取締役は、取締役会の決議に
基づき、会社を代表して職務の執行を行う。
監査役は、監査役監査基準に基づき監査を行い、取締役の職務執行についての適法

性・妥当性監査を実施する。取締役は、監査役からの求めに応じ、職務の執行状況を監
査役に報告する。
当社は、よき企業市民として、東洋インキグループ理念体系を頂点とした社会的責任

への取組み姿勢を明確にしたCSR憲章及びCSR行動指針からなる「価値体系」のもと、
このCSR経営の推進母体であるCSR統括委員会の専門部会であるコンプライアンス部会
を中心に、コンプライアンス経営を確保する取り組みを行う。
また、コンプライアンスオフィス（社内外通報窓口）を通じて、法令及び東洋インキ

グループビジネス行動基準に反する行為等を早期に発見・是正する体制を充実する。
内部監査部門であるグループ監査室は、会社における業務が適法かつ適切であるかに

ついての監査を行い、監査結果を代表取締役並びに内部統制担当取締役に報告するとと
もに、監査役会にも報告し、監査役会との連携を図る。
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２）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
当社は、取締役の職務の執行に係る情報について、法令、定款、取締役会規程及び情

報セキュリティ管理規程に基づき、適切に保存及び管理を行う。
また、取締役及び監査役は、これらの情報を必要なとき閲覧できる。

３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社は、CSR担当役員が管掌するCSR統括委員会のもとに専門部会であるリスクマネ

ジメント（RM）部会、コンプライアンス部会及び環境安全部会を設置している。東洋
インキグループビジネス行動基準に準拠したリスクマネジメント規程に則り、RM担当
役員が管掌する体制により、企業全体にかかる全社的なリスク及び事業リスクを特定
し、健全な企業継続及び社会的信頼の形成のためのリスク対策を講じるリスクマネジメ
ント体制を推進していく。
リスクマネジメントに対する啓蒙手段として、会社及び部門毎にリスク課題を年度計

画に取り入れ、評価基準のひとつに組入れる管理手法を実施し、あわせて、RM部会の
活動体及び当社の担当部門における全社的なリスク対策の立案・対応により、リスクを
未然に防止する平常時の活動に注力する。
緊急時対応としては、リスク発生を認知した各拠点から代表取締役へ直ちに報告する

緊急連絡体制を整備し、顕在化したリスクが経営に重大な影響を及ぼす場合には、緊急
対策本部の設置等により、緊急事態に速やかに対応できる事業継続体制を整備する。

４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
当社は、取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するために、取締役会を

毎月一回定時に開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催するものとし、経営の意思
決定の迅速化と、効率的な事業の運営を行う。
また、グループの経営課題及び事業戦略についての討議・決定機関として、取締役及

び執行役員により構成する会議を毎月定期的に開催し、グループ経営課題と戦略の共有
化を図り、経営・事業目標の効率的な達成に努める。
なお、これらの会議には監査役が出席し、監査上必要な意見を述べることにより、取

締役の職務執行に対する監督機能を強化する。
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５）当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
当社は、東洋インキグループ理念体系をグループとして共有し、グループ内の経営資

源を最大限に活用し、グループ全体の企業価値の最大化を図る。
適正なグループ経営を推進するため関係会社管理規程を定め、グループ各社の自主性

を尊重しつつ、重要事項の執行については同規程に従いグループ各社から当社へ報告さ
せることとし、当社も関与のもとグループ経営の適正な運営を確保する。
上記①３）のリスクマネジメント体制及び緊急時対応はグループ会社にも適用させる

ほか、グループ各社の取締役の中から選任された者を対象とした法務部会を当社におい
て定期的に開催し、グループ経営に関する法務リスクを共有しグループ運営の適正化に
努めていく。また、グループ各社は、取締役等により構成する会議を定期的に開催し、
経営・事業目標の効率的な達成に努めていくほか、当社に定期的に報告させる。
グループ監査室は、グループ各社における業務が法令及び定款に適合し、かつ適切で

あるかについての監査を行い、監査結果を代表取締役並びに内部統制担当取締役に報告
するとともに監査役会にも報告する。一方、常勤監査役は、グループ各社の監査役と定
期的にグループ監査役会を開催し監査の充実・強化を図る。
なお、財務報告の信頼性を確保する体制としては、代表取締役直轄の組織体制のも

と、会計監査人と適宜協議しながら、企業会計審議会の公表した財務報告に係る内部統
制の評価及び監査に関する基準並びに実施基準に示されている内部統制の基本的枠組み
に準拠して、有効な内部統制システムの整備、運用を確保する。加えて、グループ各社
からの情報を収集、共有する仕組みを整備するほか、売上基準等によって重要な事業拠
点とされなかった拠点についても、当該拠点に固有なリスク等を勘案し、適正な業務の
啓蒙や内部監査を適宜実施する。

② 監査に関する体制
１）監査役会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に

関する事項
当社は、監査役会が、職務を補助すべき使用人を求めた場合は、監査役会と協議のう

え、監査業務を補助する使用人を配置する。また、監査役会と内部監査部門であるグル
ープ監査室との連携により監査実務を遂行する体制を強化するため、監査役会・グルー
プ監査室との間に情報連絡会を設置し、内部監査機能の充実を図ることで監査役会の監
査機能を強化する。
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２）監査役会の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人
に対する指示の実効性の確保に関する事項
当社は、上記②１）の監査業務を補助する使用人を配置した場合における当該使用人

の任命・異動については、監査役会の同意を得て実施し、当該使用人に対する指揮命
令・評価は監査役が行う。

３）取締役、使用人が監査役会に報告をするための体制及び当社の子会社の取締役、監査
役、使用人またはこれらの者から報告を受けた者が当社の監査役会に報告するための体
制その他の監査役会への報告に関する体制並びに報告した者が不利な取り扱いを受けな
いことを確保するための体制
当社の取締役及び執行役員は、取締役会等の重要な会議における監査役の出席を通じ

て、担当業務の執行の状況報告を行う。
当社及び当社子会社の取締役、執行役員及び使用人は、リスクマネジメント規程等に

従い、以下の事実を速やかに監査役会に報告する。
・コンプライアンスに関する重要な事実
・会社に著しい損害を与え、または著しい損害を与えるおそれのある事実
・その他、監査役会と協議のうえ報告事項として定めた事項
なお、報告した者に対しては、コンプライアンスオフィス運用規程に準じて保護と秘

密保持に最大限の配慮を行う。
監査役は、当社及び当社子会社の取締役に対し、上記の事実を監査役会に対して報告

することを求めるほか、監査に必要な各種重要会議に出席し、また稟議書等の事業運営
に重要な影響を及ぼす情報の閲覧を行うこととする。
また、取締役、執行役員及び使用人は、監査役会の求めに応じ、会社の業務及び財産

の状況について報告する。
さらに、監査役会は、いつでも取締役、執行役員及び使用人に対して、直接事業に関

する報告を求めることができる体制をとるものとする。
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４）監査役の職務の遂行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続きその他の職務遂行
について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
当社は、監査役が通常の監査によって生ずる費用を請求した場合は、速やかに処理す

る。通常の監査費用以外に、緊急の監査費用、専門家を利用する新たな調査費用が発生
する場合においては、監査役は担当役員に事前に通知するものとする。

５）その他監査役会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
当社は、監査役会と代表取締役及び取締役が、経営課題、その他事業運営上の重要課

題について定期に意見交換を行い、また監査役監査基準に従い、監査役が実効的な監査
ができる体制の環境整備に努める。
また、監査役会は、内部監査部門であるグループ監査室が行う計画的内部監査の報告

を受けるとともに、外部監査人との定期的な意見交換を行い、監査役の監査が、効率的
かつ効果的に行われることを確保する。

③ 反社会的勢力排除に向けた体制
当社は、東洋インキグループビジネス行動基準及び反社会的勢力対応規程の中で、市民
生活の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては毅然とした態度で臨み、不当、
不法な要求には一切応じない旨を定めており、取引関係も含めた一切の関係を持たないも
のとする。また、外部専門機関と連携し、反社会的勢力に関する情報の収集・管理を行
う。

（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当事業年度における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであ

ります。
① 取締役の職務執行について

当事業年度において取締役会を17回開催し、当社及びグループ全体の経営上の重要な意
思決定及び業務執行の監督を行いました。また、当事業年度においてグループの経営課題及
び事業戦略について討議・決定するための会議（グループ経営執行会議）を26回開催し、
当社及びグループ全体の業務執行上の重要な意思決定を行いました。
また、取締役の職務執行に係るこれらの会議資料や議事録等については、法令、定款、関

連規程に基づき、各担当部署に対して適切に保存及び管理を行わせています。
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② リスク管理体制について
リスクマネジメント部会を開催し、会社・部門毎に設定したリスク課題を確認・評価する

とともに、グループ全体のリスク対策の立案・対応状況を確認・評価しました。
また、重大災害の発生を想定した緊急連絡網や災害対策マニュアル等の見直しを定期的に

実施しています。
なお、新型コロナウイルスのリスクに対して、関係者の安全と事業継続のため、社員向け

新型コロナウイルス対策ハンドブックの作成と周知をしたうえで、下記施策等を実施いたし
ました。
・検温、マスク着用、手洗い、消毒
・時差出勤、在宅勤務、WEB会議システムの活用
・社員及びその同居家族に感染が疑われる場合の管理者及び対応部門に対する迅速な状況
報告と感染の有無や症状に応じた出勤制限
・新型コロナウイルス職域接種

③ コンプライアンス体制について
コンプライアンス部会を設置し、コンプライアンスリーダー会議を開催するほか、コンプ

ライアンス強化月間としてグループ内各拠点でコンプライアンス意識の向上を図りました。
また、職種に応じた重要法令の講習会を開催するほか、新入社員コンプライアンス説明会、
新任管理者研修など各階層・職務にあわせたコンプライアンス教育を実施し、グループ全体
のコンプライアンス意識の向上に努めました。

④ グループ管理体制について
関係会社管理規程に基づき、グループ各社における重要事項の執行について、稟議書及び

グループ経営執行会議等の会議体において適宜報告を受けました。また、上記②のリスク管
理体制及び③のコンプライアンス体制をグループ会社に適用させるとともに、当事業年度に
おいて法務部会を３回開催しました。
グループ監査室は当社及びグループ会社の監査を定期的に実施し、監査役はグループ各社

の取締役及び監査役と定期的に面談するとともにグループ監査役会を開催しました。
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⑤ 監査役の職務執行について
代表取締役・取締役・執行役員・部門長等と定期的に意見交換を行ったほか、国内及び海

外の重要な子会社・事業所の実地調査とウェブ会議システムを用いたヒアリングを必要に応
じて行いました。更に独立社外取締役との間で意見交換会を開催し、両者の連携を深めまし
た。
三様監査の連携強化のために常勤監査役・会計監査人・グループ監査室長の間で情報交換

及び意見交換を行い、また会計監査人の監査結果報告会を四半期毎に開催しました。更に、
常勤監査役とグループ監査室との情報交換会を毎月開催し、監査の実施状況について相互に
報告を受けるとともに監査の協働を行っております。
上記リスクマネジメント部会・コンプライアンス部会・法務部会には常勤監査役がオブザ
ーバーとして出席しております。
監査役会の職務を補助する使用人として兼任の監査役スタッフを１名配置しております。

（３）株式会社の支配に関する基本方針
当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針の内容の概要は次

のとおりです。
当社は1896年（明治29年）の創業以来、お客様や株主の皆様、取引先、地域社会の方々

など、多くのステークホルダーに支えられ、印刷インキ事業を核とした企業グループを形成
し、ポリマー・塗加工関連事業、色材・機能材関連事業等の幅広い事業を通じ、情報・文化
の発展に寄与し続けてまいりました。今後も、当企業グループの経営理念に謳われている
「世界にひろがる生活文化創造企業を目指す」というビジョンのもと、「お客様に信頼と満足
を高める知恵を提供する（ＣＳ）」、「多様な個の夢の実現を尊重する（ＥＳ）」、「地球や社会
と共生し、よき市民として活動する（ＳＳ）」、「株主権を尊重し、株主価値の向上に努め市
場の評価を高める（ＳＨＳ）」を行動指針として定め、ホールディングカンパニー体制を活
かしたスピード重視の事業運営や当企業グループ全体のフレキシブルな経営資源の活用、環
境対応やリスク対応、グローバル共生、企業の社会的責任を重視した「持続可能な経営」と
ガバナンス体制の強化を進め、グループ連峰経営によって企業価値及び株主共同の利益の確
保・向上に努めていきたいと考えております。
したがって、当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当企業グループ

の経営理念、行動指針及び経営方針を理解したうえで、当企業グループを支える多くのステ
ークホルダーとの信頼関係を維持し、中長期的な観点から当企業グループの企業価値と株主
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共同の利益を確保・向上させる者でなければならないと考えております。
当社は、当社株式の大規模買付行為に対し、株主の皆様や取引先、お客様、地域、社会、

社員等のステークホルダーの利益に資するものであれば、一概にこれを否定するものではな
く、資本市場のルールに則り株式を買い付ける行為それ自体を否定するものでもありませ
ん。また、大規模買付行為に応じるか否かは、最終的に株主の皆様のご判断に委ねるべきも
のであると考えております。
しかしながら、実際には、大規模買付者に関する十分な情報の提供がなくては、株主の皆

様においては当企業グループの企業価値及び株主共同の利益に及ぼす影響を適切に判断する
ことはできません。また、大規模買付行為の目的等からみて当企業グループの企業価値及び
株主共同の利益に対して明白な侵害をもたらすおそれがある場合も想定されます。
そのため、当社は、当社株式の大規模買付行為を行い、または行おうとする者に対して

は、株主の皆様が大規模買付行為の是非について適切に判断するために必要かつ十分な情報
の提供を求め、あわせて当社取締役会の意見等を開示し、株主の皆様の検討のための時間と
情報の確保に努めるほか、金融商品取引法、会社法その他関連法令に基づき、適時適切な措
置を講じてまいります。
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連結注記表
連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項
連結子会社：61社
子会社はすべて連結されております。
主要な連結子会社の名称：「事業報告 １．企業集団の現況に関する事項 （6）重要な親
会社及び子会社の状況」に記載しております。
当連結会計年度において、２社を連結子会社から除外しました。
・前連結会計年度において連結子会社であった東洋アドレ株式会社は、当連結会計年度

においてトーヨーケム株式会社と合併したことにより、連結の範囲から除外しました。
・前連結会計年度において連結子会社であった上海東洋油墨有限公司は、当連結会計年

度において清算したことにより、連結の範囲から除外しました。

２．持分法の適用に関する事項
持分法適用会社 関連会社：７社
関連会社に対する投資について、すべて持分法を適用しております。
主要な持分法適用会社の名称：日本ポリマー工業株式会社

珠海住化複合塑料有限公司

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。
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４．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券

その他有価証券
時価のあるもの ･･････ 決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原
価は移動平均法により算定）

時価のないもの ･･････ 移動平均法による原価法
② デリバティブ

時価法
③ たな卸資産

商 品････主として総平均法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの
方法により算定）
ただし、在外連結子会社は主として移動平均法による低
価法

製品、仕掛品、原材料････主として総平均法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの
方法により算定）
ただし、在外連結子会社は主として総平均法又は先入先
出法による低価法

貯 蔵 品････主として最終仕入原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの
方法により算定）
ただし、在外連結子会社は主として総平均法又は先入先
出法による低価法
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（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

定額法
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ８～50年
機械装置及び運搬具 ４～15年
工具、器具及び備品 ３～15年

② リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が2008年

３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処
理によっております。

（3）重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に
回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 環境対策引当金
環境対策を目的とした支出に備えるため、当連結会計年度末における支出見込額を計

上しております。

（4）退職給付に係る会計処理の方法
退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見

込額に基づき、退職給付債務から年金資産を控除した額を計上しております。
なお、年金資産の額が退職給付債務の額を超過している場合は、退職給付に係る資産に
計上しております。
また、一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり簡便法を採用しております。

① 退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属

させる方法については、給付算定式基準によっております。
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② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主とし

て13年）による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数（主として13年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌
連結会計年度から費用処理することとしております。

（5）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損
益として処理しております。なお、在外連結子会社等の資産及び負債は決算日の直物為替
相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は
純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めて計上しております。

（6）重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法

金利スワップ取引のうち、特例処理要件を満たしているものについて特例処理を採用
しております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段 ･･･････････ 金利スワップ取引
ヘッジ対象 ･･･････････ 長期借入金

③ ヘッジ方針
支払利息の変動金利リスクを回避し、支払利息のキャッシュ・フローを固定化する目
的で金利スワップ取引を行っております。

④ ヘッジ有効性評価の方法
特例処理の要件を充足しているため、有効性の判定は省略しております。

（7）のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却に関しては、その個別案件ごとに判断し、20年以内の合理的な年数で均

等償却しております。
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（8）その他連結計算書類作成のための重要な事項
① 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
② 連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。
③ 連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

当社及び一部の国内連結子会社は、「所得税法等の一部を改正する法律」(2020年法
律第８号)において創設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移
行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグ
ループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39
号 2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指
針」（企業会計基準適用指針第28号 2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰
延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。
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表示方法の変更に関する注記

（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を

当連結会計年度に係る連結計算書類から適用し、連結注記表に「会計上の見積りに関する注
記」を記載しております。

会計上の見積りに関する注記

（固定資産の減損）
１．当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

有形固定資産 113,282百万円
無形固定資産 2,225百万円
減損損失（事業構造改善費用に含めて表示したものを含む） 2,263百万円

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
（1）算出方法

当企業グループは、資産においては管理会計上の区分を基準にグルーピングし、遊休資
産及び賃貸資産においては個別物件単位でグルーピングを行っております。減損の兆候が
識別され、減損の認識が必要と判断される資産グループについては、帳簿価額を回収可能
価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。回収可能価額は、使用
価値と正味売却価額のいずれか高い金額で算定しております。使用価値は、将来キャッシ
ュ・フローを当社の加重平均資本コストを基礎として見積もった割引率で割り引いた現在
価値で算定しております。正味売却価額は、鑑定評価額もしくは一定の評価額や適切に市
場価格を反映していると考えられる指標を基礎として合理的に算定された金額から処分見
込費用を控除して算定しております。
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（2）主要な仮定
減損損失の認識の要否の判断や使用価値の算定に用いる将来キャッシュ・フローは、経

営者に承認された将来の事業計画を基礎として見積もっております。当該見積りにおける
主要な仮定は、販売数量及び販売単価、原材料価格の推移、コストダウン施策の効果、将
来の成長率等であり、市場動向、直近の業績、過去の趨勢を参考とし、予測しておりま
す。また、新型コロナウイルス感染症の影響につきましては、ワクチン接種の進展や大規
模な政策効果により、終息しないまでも、経済活動再開に伴い景気が徐々に回復していく
と仮定しております。

（3）翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
当該見積りについては、決算時点での入手可能な情報に基づき、合理的に判断しており
ますが、新型コロナウイルス感染症の影響をはじめ、経済条件の変化等により前提とした
条件や仮定に変更が生じた場合、翌連結会計年度の連結計算書類に影響を与える場合があ
ります。
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（繰延税金資産の回収可能性）
１．当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

繰延税金資産 7,195百万円

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
（1）算出方法

当企業グループは、繰延税金資産の回収可能性について、将来の課税所得の見積額及び
一時差異等のスケジューリングに基づき判断しており、将来の税金負担額を軽減する効果
を有すると考えられる範囲内で繰延税金資産の計上額を算定しております。

（2）主要な仮定
将来の課税所得の見積額については、経営者に承認された将来の事業計画を基礎として
見積もっております。当該見積りにおける主要な仮定は、販売数量及び販売単価、原材料
価格の推移、コストダウン施策の効果、将来の成長率等であり、市場動向、直近の業績、
過去の趨勢を参考とし、予測しております。また、新型コロナウイルス感染症の影響につ
きましては、ワクチン接種の進展や大規模な政策効果により、終息しないまでも、経済活
動再開に伴い景気が徐々に回復していくと仮定しております。

（3）翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
当該見積りについては、決算時点での入手可能な情報に基づき、合理的に判断してお
りますが、新型コロナウイルス感染症の影響をはじめ、経済条件の変化等により前提とし
た条件や仮定に変更が生じた場合、翌連結会計年度の連結計算書類に影響を与える場合が
あります。
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連結貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額 226,113百万円

２．担保に供している資産及び担保付債務
担保に供している資産

建物及び構築物 252百万円
土地 46百万円
計 299百万円

担保付債務
支払手形及び買掛金 105百万円
短期借入金 145百万円
計 251百万円

３．偶発債務
（1）受取手形割引高 ６百万円
（2）保証債務

金融機関よりの借入金等について保証を行っております。なお、外貨建ての円換算額は
連結決算日の為替相場によるものであります。

（単位：百万円）
被保証者 保証金額

珠 海 住 化 複 合 塑 料 有 限 公 司 606
（US$ 5,270千）

住化ポリマーコンパウンズタイランド株式会社 401
（BT 117,000

千）
住 化 ポ リ マ ー コ ン パ ウ ン ズ （UK） 株 式 会 社 344

（GBP 1,897千
他）

そ の 他 ３ 社 552
従 業 員 （住 宅 ロ ー ン） 18

計 1,922
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４．決算期末日満期手形の処理
連結会計年度末日満期手形の会計処理については、当連結会計年度末日が金融機関の休日
でしたが、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当連結会計年度末日満期
手形の金額は次のとおりであります。
受取手形 1,394百万円
支払手形 126百万円

５．圧縮記帳額
都市再開発法による第一種市街地再開発事業の施行に伴う権利変換により有形固定資産の
取得価額から直接減額している圧縮記帳額は次のとおりであります。
建物及び構築物 1,924百万円
土地 6,763百万円
計 8,687百万円
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連結損益計算書に関する注記

１．研究開発費の総額 8,496百万円

２．当連結会計年度において、当企業グループは次の資産グループについて減損損失を計上いた
しました。

場所 用途 種類

埼玉県川越市他 製造所資産等 機械装置及び運搬具、建物及び構築物、
工具、器具及び備品等

ミャンマー ヤンゴン 工場資産等 建物及び構築物、リース資産、
機械装置及び運搬具等

当企業グループは、資産においては管理会計上の区分を基準にグルーピングし、遊休
資産及び賃貸資産においては個別物件単位でグルーピングを行っております。
埼玉県川越市に保有する製造所資産等については、ビジネス規模の最適化や同業他社
との協業、コストダウンの推進、環境規制に伴う原材料価格上昇に対する販売価格への
一部転嫁など、事業体質の改善に努めてまいりました。しかしながら、新型コロナウイ
ルスの感染拡大や長期化に伴い、国内では外出自粛やイベント中止などでチラシや広告
などの印刷物が減少し、国内印刷市場の構造的縮小がさらに進んだ影響もあり、営業損
失が継続したため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額（118百万円）を
減損損失として特別損失に計上しました。その内訳は、機械装置及び運搬具50百万円、
建物及び構築物32百万円、工具、器具及び備品26百万円、その他９百万円であります。
なお、当資産グループの回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシ
ュ・フローを4.0％で割り引いて算出しております。
また、ミャンマー ヤンゴンに所有する工場資産等については、ミャンマー国内にお
ける新型コロナウイルス感染症の深刻な状況と、2021年２月１日に発生したミャンマー
国軍によるクーデターに伴う混乱により、当面の事業活動が不透明となったため、帳簿
価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額（590百万円）を減損損失として特別損失
に計上しました。その内訳は、建物及び構築物356百万円、リース資産140百万円、機
械装置及び運搬具88百万円、その他６百万円であります。
なお、当資産グループの回収可能価額は公正価値により測定し、ゼロとして算出して

おります。
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３．事業構造改善費用
各拠点の再編等に伴い発生した損失及び費用（1,754百万円）を特別損失に計上した
ものであり、主な内訳は減損損失1,554百万円、その他200百万円であります。
なお、減損損失の内容は、以下のとおりであります。

場所 用途 種類
千葉県茂原市 工場資産 建物及び構築物、機械装置及び運搬具、土地等

茨城県つくば市 遊休資産 土地、建物及び構築物等
当企業グループは、資産においては管理会計上の区分を基準にグルーピングし、遊休
資産及び賃貸資産においては個別物件単位でグルーピングを行っております。
千葉県茂原市に所有する工場資産については、国内の色材・機能材関連事業の生産効
率を見直した結果、茂原工場の生産機能を他の製造所へ段階的に移管するため、帳簿価
額を回収可能価額まで減額し、当該減少額（1,027百万円）を事業構造改善費用に含め
特別損失に計上しました。その内訳は、建物及び構築物500百万円、機械装置及び運搬
具293百万円、土地116百万円、その他117百万円であります。
なお、当資産グループの回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシ
ュ・フローを4.2％で割り引いて算定しております。
また、国内の研究開発活動において、新製品・新事業の創出を加速させることを目的
とし、中核事業会社に研究所を新設のうえ、茨城県つくば市の当社研究所を含めた研究
機能を埼玉県坂戸市に集約したことに伴い、茨城県つくば市に所有する研究資産が遊休
となったため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額（526百万円）を事業
構造改善費用に含め特別損失に計上しました。その内訳は、土地367百万円、建物及び
構築物158百万円、その他１百万円であります。
なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額により算出しております。
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連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項
（単位：千株）

当連結会計年度期首
株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数

発行済株式
普通株式 60,621 ― ― 60,621
合計 60,621 ― ― 60,621

自己株式
普通株式 2,195 2,632 52 4,775
合計 2,195 2,632 52 4,775

（注）１. 普通株式の自己株式の株式数の増加2,632千株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加
2,630千株、単元未満株式の買取りによる増加２千株であります。

２. 普通株式の自己株式の株式数の減少52千株は、ストック・オプションの権利行使による減少35千株、
譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分による減少17千株、単元未満株式の買増請求による減少
０千株であります。

２．配当に関する事項
（1）配当金支払額

（決議） 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2021年３月24日
定時株主総会 普通株式 2,629 45.00 2020年12月31日 2021年３月25日

2021年８月６日
取締役会 普通株式 2,512 45.00 2021年６月30日 2021年９月１日

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる
もの
2022年３月23日開催の定時株主総会の議案として次のとおり提案する予定であります。

（決議） 株式の種類 配当金の総額（百万円） 配当の原資 １株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2022年３月23日
定時株主総会 普通株式 2,513 利益剰余金 45.00 2021年12月31日 2022年３月24日
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３．当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除
く。）の目的となる株式の種類及び数
普通株式 74,600株
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金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当企業グループは、資金運用については預金等の安全性の高い金融資産に限定し、ま
た、資金調達については金融機関からの借入や社債等の発行による方針です。デリバティ
ブ取引は、為替変動リスクや金利変動リスクの回避に限定し、投機的な取引は行いませ
ん。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リス

クに関しては、グループ内規程に従い、取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、
財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っています。また、外貨建ての
営業債権は為替の変動リスクに晒されていますが、その一部についてはデリバティブ取引
（為替予約取引）を利用してヘッジしております。
投資有価証券は市場価格の変動リスクに晒されていますが、定期的に時価や発行体（取

引先企業）の財務状況等を把握し、取引先企業との関係を勘案して、保有状況を継続的に
見直しております。
営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日です。ま

た、営業債権同様にデリバティブ取引（為替予約取引）を利用しております。
借入金は運転資金（主として短期）や設備投資（主として長期）に係る資金調達です。

変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されていますが、主な長期借入金について
は、支払金利の変動リスクを回避し支払利息の固定化を図るために、個別契約ごとにデリ
バティブ取引（金利スワップ取引）を利用してヘッジしております。
デリバティブ取引については、グループ内規程に従い、信用リスクを軽減するために信
用度の高い金融機関とのみ取引を行っております。
また、営業債務や借入金は流動性リスクに晒されていますが、各部署、グループ会社等
からの報告に基づき、当社グループ財務部が資金繰計画を作成・更新するなどの方法によ
り管理しています。
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２．金融商品の時価等に関する事項
2021年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表
には含めておりません。（（注）２をご参照ください。）

（単位：百万円）
連結貸借対照表
計上額 時価 差額

（1）現金及び預金 64,816 64,816 ―
（2）受取手形及び売掛金 94,297 94,297 ―
（3）有価証券及び投資有価証券

満期保有目的の債券 2 2 0
その他有価証券 49,475 49,475 ―

資産計 208,591 208,591 0
（1）支払手形及び買掛金 68,221 68,221 ―
（2）短期借入金（＊1） 18,021 18,021 ―
（3）未払法人税等 1,652 1,652 ―
（4）長期借入金（＊1） 61,437 62,074 637
負債計 149,332 149,969 637
デリバティブ取引（＊2） (7) (7) ―
（＊1）連結貸借対照表において短期借入金に含めている１年内返済予定の長期借入金6,021百万円に

ついては、長期借入金に含めております。
（＊2）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務

となる項目については、（ ）で示しております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産
（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、
当該帳簿価額によっております。

（3）有価証券及び投資有価証券
これらの時価について、株式等は取引所の価格によっております。債券はそ
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の将来キャッシュ・フローを、信用リスクを加味した利率で割り引いて算定す
る方法によっております。

負債
（1）支払手形及び買掛金、（2）短期借入金、（3）未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、
当該帳簿価額によっております。

（4）長期借入金
長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場
合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。変動金利に
よる長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており（下記「デリバ
ティブ取引」参照）、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計
額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引
いて算定する方法によっております。

デリバティブ取引
これらの時価について、取引金融機関から提示された価格等によっておりま
す。金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入
金と一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含
めて記載しております。（上記「（4）長期借入金」参照）

２．非上場株式（連結貸借対照表計上額 4,603百万円）、並びに投資事業有限責任組
合及びそれに類する組合への出資（連結貸借対照表計上額 37百万円）は、市場
価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把
握することが極めて困難と認められるため、「（3）有価証券及び投資有価証券」
には含めておりません。
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税効果会計に関する注記

１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
税務上の繰越欠損金（注） 4,416百万円
減価償却費 1,326百万円
減損損失 1,242百万円
環境対策引当金 938百万円
退職給付に係る負債 520百万円
たな卸資産未実現利益 502百万円
未払賞与 410百万円
投資有価証券評価損 371百万円
その他 1,535百万円
繰延税金資産 小計 11,263百万円
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額（注） △2,871百万円
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △1,197百万円
評価性引当額 小計 △4,068百万円
繰延税金資産 合計 7,195百万円
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △4,436百万円
固定資産圧縮積立金 △3,165百万円
退職給付に係る資産 △1,642百万円
留保利益 △1,537百万円
退職給付に係る調整累計額 △1,174百万円
連結子会社資産の評価差額 △664百万円
その他 △857百万円
繰延税金負債 合計 △13,477百万円
繰延税金負債の純額 △6,282百万円
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（注）税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額
（単位：百万円）

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超 合計

税務上の繰越欠損金(a) － 4 12 68 46 4,284 4,416

評価性引当額 － △1 △12 △68 △29 △2,759 △2,871

繰延税金資産 － 3 － － 16 1,525 (b)1,545
（a）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。
（b）税務上の繰越欠損金4,416百万円（法定実効税率を乗じた額）について繰延税金資産
1,545百万円を計上しております。当該繰延税金資産1,545百万円は、当社及び連結子会社
における税務上の繰越欠損金4,416百万円（法定実効税率を乗じた額）の一部について認識
したものであります。当該繰越欠損金に係る繰延税金資産は、主として将来の課税所得の見
込みにより回収可能と判断しております。
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当
該差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 30.62％
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 2.06％
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △2.39％
住民税均等割 0.57％
評価性引当額の増減による影響 0.27％
試験研究費等の税額控除 △6.12％
在外連結子会社に係る税率差異 △2.34％
のれん償却額 0.25％
留保利益 0.01％
配当等に係る外国源泉所得税 2.01％
その他 1.34％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 26.28％

１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 3,911円64銭
１株当たり当期純利益 169円36銭

重要な後発事象

該当事項はありません。

― 29 ―

2022年02月24日 13時21分 $FOLDER; 30ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



その他の注記

企業結合等関係
共通支配下の取引等
（ポリマー・塗加工関連事業の再編）
１．取引の概要
(1) 結合当事企業の名称及びその事業の内容

結合企業の名称 トーヨーケム株式会社（当社100％子会社）
事業の内容 ポリマー・塗加工関連製品の製造販売
被結合企業の名称 東洋アドレ株式会社（当社100％子会社）
事業の内容 ポリマー・塗加工関連製品の製造販売

(2) 企業結合日
2021年１月１日

(3) 企業結合の法的形式
トーヨーケム株式会社を存続会社、東洋アドレ株式会社を消滅会社とする吸収合併

(4) 結合後企業の名称
トーヨーケム株式会社

(5) その他取引の概要に関する事項
包装・工業材やエレクトロニクス市場に、環境調和型粘着剤をはじめとしたポリマー・
塗加工製品群全般を展開するトーヨーケム株式会社と、無溶剤のホットメルト製品群及び
天然材料製品群に特化し環境事業領域への価値提供を行う東洋アドレ株式会社を経営統合
することにより、シナジーを発揮させて当企業グループの粘接着剤及び天然材料の事業領
域を拡大させることを目的としています。
東洋アドレ株式会社が培ったブランドを維持しながら、お客様の課題解決に資する提案
力を強化し、包装・工業材、エレクトロニクス、メディカル・ヘルスケア市場において、
イノベーション製品やサービスを開発することで、新しい社会ニーズの課題解決に貢献す
ることを目指してまいります。

２．実施した会計処理の概要
「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関す
る適用指針」に基づき、共通支配下の取引として処理しております。
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（株式交換によるマツイカガク株式会社の完全子会社化）
１．取引の概要
(1) 結合当事企業の名称及びその事業の内容

結合当事企業の名称 マツイカガク株式会社（当社連結子会社）
事業の内容 金属印刷インキ及びUV硬化型インキの製造・販売

(2) 企業結合日
2021年７月26日

(3) 企業結合の法的形式
当社を株式交換完全親会社、マツイカガク株式会社を株式交換完全子会社とする株式交
換です。
本株式交換は、当社については、会社法第796条第２項の規定に基づく簡易株式交換の
手続きにより、またマツイカガク株式会社については、会社法第784条第１項の規定に基
づく略式株式交換の手続きによりそれぞれ株主総会の承認を受けずに、2021年７月26日
に実施しました。

(4) 結合後企業の名称
変更はありません。

(5) その他取引の概要に関する事項
国内外で使い捨てプラスチックによる汚染が問題になるなか、リサイクルが可能となる
金属容器が改めて注目されています。このような事業環境のなか、当社は、国内市場にお
いてトップシェアを誇る金属印刷インキ事業について、海外市場での実績化の進展を契機
とし、事業の拡大をさらに加速させる必要があります。このため、意思決定の迅速化とグ
ループの経営資源を最大限に活用した一体的・有機的な経営を目的とし、本株式交換によ
りマツイカガク株式会社を完全子会社化いたしました。

２．実施した会計処理の概要
「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関す
る適用指針」に基づき、共通支配下の取引等として処理しております。

３．子会社株式を追加取得した場合に掲げる事項
被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価 現金 101百万円
取得原価 101百万円
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４．株式交換に係る割当ての内容の算定根拠
マツイカガク株式会社の株式価値については、同社株式が非上場であること及び当社連
結子会社であることを勘案したうえで、貸借対照表上の資産及び負債を基礎として時価に
基づく含み損益を反映させた純資産価額によって株式価値を評価する修正簿価純資産法を
基礎として算定しており、その結果をもとに、当事者間で協議のうえ、前記割当ての内容
を決定しております。

５．非支配株主との取引に係る当社の持分変動に関する事項
(1) 資本剰余金の主な変動要因

子会社株式の追加取得
(2) 非支配株主との取引によって増加した資本剰余金の金額

32百万円
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個別注記表
重要な会計方針

１．資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式 ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ 移動平均法による原価法
その他有価証券
時価のあるもの ･････････････････ 決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理
し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの ･････････････････ 移動平均法による原価法

（2）デリバティブの評価基準及び評価方法
時価法

（3）たな卸資産の評価基準及び評価方法
貯蔵品 ･･････････････････････････ 最終仕入原価法

２．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

定額法
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 10～50年
機械及び装置 ６～17年
工具、器具及び備品 ４～15年

（2）無形固定資産（リース資産を除く）
定額法
なお、自社利用目的のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっております。
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（3）リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益
として処理しております。

４．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回
収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

（2）退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。
なお、当該金額を超過する掛金拠出額は、前払年金費用として計上しております。

① 退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる
方法については、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（13年）

による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（13年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費
用処理しております。
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５．ヘッジ会計の方法
（1）ヘッジ会計の方法

金利スワップ取引のうち、特例処理要件を満たしているものについて特例処理を採用し
ております。

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段 ･･････････････････････ 金利スワップ取引
ヘッジ対象 ･･････････････････････ 長期借入金

（3）ヘッジ方針
支払利息の変動金利リスクを回避し、支払利息のキャッシュ・フローを固定化する目的
で金利スワップ取引を行っております。

（4）ヘッジ有効性評価の方法
特例処理の要件を充足しているため、有効性の判定は省略しております。

６．その他重要な会計方針
（1）退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理方法は、連結
計算書類におけるこれらの会計処理方法と異なっております。

（2）消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

（3）連結納税制度の適用
連結納税制度を適用しております。
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（4）連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用
当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」(2020年法律第８号)において創設された

グループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直
しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効
果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号 2020年３月31日）第３項の取扱
いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号
2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額につ
いて、改正前の税法の規定に基づいております。

表示方法の変更

（損益計算書）
前事業年度において、独立掲記しておりました「営業外費用」の「シンジケートローン手数
料」は、重要性が乏しくなったため、当事業年度より「その他」に含めて表示しております。

（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を

当事業年度に係る計算書類から適用し、個別注記表に「会計上の見積りに関する注記」を記載
しております。
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会計上の見積りに関する注記

（関係会社株式の評価）
１．当事業年度の計算書類に計上した金額

関係会社株式 122,756百万円
関係会社株式評価損 1,721百万円

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
（1）算出方法

時価を把握することが極めて困難と認められる関係会社株式の実質価額は、発行会社の
純資産をもとに算出した1株当たりの純資産額に持株数を乗じて算定しております。また、
帳簿価額と実質価額を比較し、著しく下落している場合には、回復可能性が十分な証拠に
よって裏付けられる場合を除き、減損処理をしております。

（2）主要な仮定
回復可能性については、経営者に承認された将来の事業計画を基礎として判断しており

ます。当該判断における主要な仮定は、販売数量及び販売単価、原材料価格の推移、コス
トダウン施策の効果、将来の成長率等であり、市場動向、直近の業績、過去の趨勢を参考
とし、予測しております。また、新型コロナウイルス感染症の影響につきましては、ワク
チン接種の進展や大規模な政策効果により、終息しないまでも、経済活動再開に伴い景気
が徐々に回復していくと仮定しております。

（3）翌事業年度の計算書類に与える影響
当該見積りについては、決算時点での入手可能な情報に基づき、合理的に判断してお
りますが、新型コロナウイルス感染症の影響をはじめ、経済条件の変化等により、前提と
した条件や仮定に変更が生じた場合、翌事業年度の計算書類に影響を与える場合がありま
す。

― 37 ―

2022年02月24日 13時21分 $FOLDER; 38ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額 11,545百万円

２．保証債務
金融機関よりの借入金等について保証（保証予約を含む）を行っております。なお、外貨
建ての円換算額は決算期末日の為替相場によるものであります。

（単位：百万円）
被保証者 保証金額

東 洋 イ ン キ イ ン タ ー ナ シ ョ ナ ル 株 式 会 社 2,729
（US$ 23,731千）

東 洋 イ ン キ コ ン パ ウ ン ズ ベ ト ナ ム 株 式 会 社 1,249
（US$ 9,510千他）

珠 海 住 化 複 合 塑 料 有 限 公 司 606
（US$ 5,270千）

東洋インキヨーロッパスペシャリティケミカルズ株式会社 469
（Euro 3,600千）

東 洋 プ リ ン テ ィ ン グ イ ン ク ス 株 式 会 社 415
（TRY 44,622千他）

住化ポリマーコンパウンズタイランド株式会社 401
（BT 117,000千）

ラ イ オ ケ ム 株 式 会 社 345
（US$ 3,000千）

住 化 ポ リ マ ー コ ン パ ウ ン ズ （UK） 株 式 会 社 344
（GBP 1,897千他）

住化ポリマーコンパウンズヨーロッパ株式会社 319
（GBP 1,703千他）

東 洋 イ ン キ ア メ リ カ 合 同 会 社 226
（US$ 1,972千）

そ の 他 10 社 667
従 業 員 （住 宅 ロ ー ン） 18

計 7,793
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３．関係会社に対する短期金銭債権 5,990百万円
関係会社に対する長期金銭債権 44,967百万円
関係会社に対する短期金銭債務 922百万円
関係会社に対する長期金銭債務 8,800百万円

４．圧縮記帳額
都市再開発法による第一種市街地再開発事業の施行に伴う権利変換により有形固定資産の
取得価額から直接減額している圧縮記帳額は次のとおりであります。
建物 1,003百万円
土地 3,527百万円
計 4,531百万円

損益計算書に関する注記

１．関係会社との取引高
営業収益 16,301百万円
営業費用 2,679百万円
営業取引以外の取引高 686百万円

２．研究開発費の総額 1,547百万円
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３．事業構造改善費用
拠点の再編等に伴い発生した損失及び費用（621百万円）を特別損失に計上したものであ
り、主な内訳は減損損失526百万円、その他94百万円であります。
なお、減損損失の内容は、以下のとおりであります。

場所 用途 種類
茨城県つくば市 遊休資産 土地、建物及び構築物等
当社は、資産においては管理会計上の区分を基準にグルーピングし、遊休資産及び賃貸資
産においては個別物件単位でグルーピングを行っております。
国内の研究開発活動において、新製品・新事業の創出を加速させることを目的とし、中核

事業会社に研究所を新設のうえ、茨城県つくば市の当社研究所を含めた研究機能を埼玉県坂
戸市に集約したことに伴い、茨城県つくば市に所有する研究資産が遊休となったため、帳簿
価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額（526百万円）を事業構造改善費用に含め特別
損失に計上しました。その内訳は、土地367百万円、建物153百万円、その他６百万円であ
ります。
なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額により算出しております。
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株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項
（単位：千株）

当事業年度期首
株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数

自己株式
普通株式 2,195 2,632 52 4,775
合計 2,195 2,632 52 4,775

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加2,632千株は、取締役会決議による自己株式の取得によ
る増加2,630千株、単元未満株式の買取りによる増加２千株であります。

２．普通株式の自己株式の株式数の減少52千株は、ストック・オプションの権利行使による減少
35千株、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分による減少17千株、単元未満株式の
買増請求による減少０千株であります。

税効果会計に関する注記

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
関係会社株式評価損 4,836百万円
投資有価証券評価損 319百万円
その他 601百万円
繰延税金資産 小計 5,757百万円
評価性引当額 △5,415百万円
繰延税金資産 合計 341百万円
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △4,238百万円
固定資産圧縮積立金 △2,212百万円
前払年金費用 △1,642百万円
会社分割に伴う関係会社株式 △474百万円
繰延税金負債 合計 △8,568百万円
繰延税金負債の純額 △8,226百万円
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当
該差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 30.62％
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.27％
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △35.15％
住民税均等割 0.20％
配当等に係る外国源泉所得税 2.30％
評価性引当額の増減による影響 10.78％
試験研究費等の税額控除 △1.28％
その他 1.03％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 8.77％
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関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等

種類 会社等の名称 所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
議決権等の
所有割合
（％）

関連当事者と
の関係 取引の内容

取引金額
(百万円)
（注）１

科目
期末残高
(百万円)
（注）１

子会社

トーヨーカラ
ー㈱

東京都
中央区 500 色材・機能

材関連
（所有）
直接
100.00

経営管理
役員の兼任

資金の貸付
（注）３ 13,568 長期貸付金 15,343

トーヨーケム
㈱

東京都
中央区 500 ポリマー・

塗加工関連
（所有）
直接
100.00

経営管理
役員の兼任

資金の貸付
（注）３ 9,175 長期貸付金 10,556

東洋インキ㈱ 東京都
中央区 500

パッケージ
関 連、 印
刷・情報関
連

（所有）
直接
100.00

経営管理
役員の兼任

経営指導料
（注）４ 1,657 営業未収

入金 151

業務受託料
（注）２ 1,396 営業未収

入金 130

資金の貸付
（注）３ 11,394 長期貸付金 11,423

東洋ビジュア
ルソリューシ
ョンズ㈱

東京都
中央区 300 色材・機能

材関連
（所有）
直接
100.00

経営管理 資金の貸付
（注）３ 2,351 長期貸付金 202

東洋モートン
㈱

東京都
中央区 498 ポリマー・

塗加工関連
（所有）
直接
100.00

経営管理 資金の借入
（注）３ 2,407 長期借入金 1,969

東洋マネジメ
ントサービス
㈱

東京都
中央区 70 その他

（所有）
直接
100.00

経営管理
役員の兼任

情報システ
ム業務委託
（注）５

1,595 未払金 147

東洋インキヨ
ーロッパ㈱

ベルギー
ニール

Euro
2,100千

印刷・情報
関連

（所有）
間接
100.00

経営管理 資金の貸付
（注）６ ― 長期貸付金 3,151

東洋インキコ
ンパウンズ㈱

フィリピ
ン
ラグーナ

US$
5,639千

色材・機能
材関連

（所有）
直接
51.60
間接
48.40

経営管理 増資の引受
（注）７ 3,173 ― ―

東洋インキイ
ンターナショ
ナル㈱

アメリカ
ニュージ
ャージー

US$
46千 その他

（所有）
直接
100.00

経営管理
役員の兼任

債務保証
（注）８ 2,729 ― ―
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取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１．取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．受託内容を勘案し、決定しております。
３．資金の貸付及び借入については、CMS（キャッシュ・マネジメント・システム）による取引であ
り、取引金額は、期中の平均残高を記載しております。また、貸付金及び借入金の利率について
は、市場金利を勘案し、合理的に決定しております。

４．売上及び営業利益等を算定基準とし、決定しております。
５．業務内容を勘案し、決定しております。
６．貸付金の利率については、市場金利を勘案し、合理的に決定しております。
７．増資の引受は、デット・エクイティ・スワップ方式による長期貸付金の現物出資3,173百万円であ
ります。

８．債務保証については、同社の金融機関よりの借入に対するものであります。なお、保証料は受領し
ておりません。

１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 3,059円60銭
１株当たり当期純利益 95円17銭

重要な後発事象

該当事項はありません。

その他の注記

企業結合等関係
共通支配下の取引等
（株式交換によるマツイカガク株式会社の完全子会社化）
連結注記表の「その他の注記 企業結合等関係」に同一の内容を記載しているため、注記
を省略しております。
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